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 8 月に在外研究の一環として、イタリアのフィレンツェでひと月生活をした際に、目につ

いたイタリアの「ワインの量り売り」を紹介したい。日本でも、焼酎、日本酒の量り売り

を行っている製造・流通メーカがあることから、今回のリデュース・リユーズの議論に際

して、イタリアのワインの量り売り制度の紹介が、量り売り制度活用にむけての議論の一

助になることを願う。 

イタリアでは最近のエコブームを背景に、街ごとにいくつか量り売りワインショップが

増えてきているということである。これらの量り売り店は、Vino SFUSO とか Mescita

と呼ばれており、フィレンツェの中だけでも 5 店舗以上ある。背景には、イタリアにおけ

るワインの消費量の多さ、あわせてイタリアでのエコブームがあるとのこと（フィレンツ

ェで毎月あちらこちらの広場でたっている市場の中でも、オーガニック食品市場は、特に

人気の市場の一つである）。 

International Organization of Vine and Wine の調査によれば、201３年度のワインの消

費量では、第一位アメリカ、第二位フランス、第三位がイタリア（ちなみに第五位が中国）。

それだけ消費していれば家庭への経済的負担も、ワイン瓶を捨てに行くロードも決して少

なくない。スーパーでも手ごろなワインは入手できるが、スーパーよりも安い価格の地元

の美味しいワインが手に入るというので、SFUSO が活用されているようである。販売され

ているワインは、国のワイン品質規格の上位である D.O.C.G や D.O.C ではないものの、店

主が自信を持って勧める地場の V.d.T(テーブルワイン)や I.G.T（地域特性表示）ワインであ

る。価格は１リットルで２－3 ユーロ（ワイン瓶持参の場合。そこで瓶を購入する場合には、

これに５０セントが瓶代として徴取される）。お店に来ている人たちは、「とにかく安い！

大量に飲むので、おいしくてこの価格はお得」「毎回大量にワイン瓶を捨てていたのが捨て

にいかなくて済むので楽だし、エコでいい」ということである。 

店にワイン瓶を持っていくと、酒樽とプラスチックチューブでつながれたサーバーから規

定量（容器のサイズに合わせて、１L，３L，５L）を入れてくれる。これに、コルクのふ

たを閉め、瓶の首に手書きの銘柄を書いたラベルを巻いてくれる。



 

 
空き瓶を持っていくと、店の奥で選んだ種類のワインを瓶の大きさに合わせて充填してく

れる。種類は、黒板に提示されているがかなりの種類がある。 



 
赤、白ともかなりの種類からその日の気分、財布の状態から選べる。 

 
 

酒樽とチューブでサーバーにつながっている。 

 



ワイン専門店だけでなく、トスカーナ地方の Arezzo という街では、スーパーで量り売り

ワインを販売していた。以下の写真参照。 

こちらでは、容器はプラスチックボトルで、サイズはやはり１L，３L，５L。種類は赤、

白の 2 種類と少ない。種類と量を選択してボタンを押すと、ワインと値段の書かれたシー

ルが出てくる。それを、レジまで持っていき支払いを行う。瓶は、持ち込みも可能だが、

購入する場合には５０セント支払う。価格は、やはり１L が 3 ユーロ程度。 
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レジ袋の削減について 
日本チェーンストア協会 百瀬 

 
＜提案：国・地域・事業者・消費者が一緒になってレジ袋削減から「エコライ

フスタイル」の構築を目指す＞ 

  
（背景） 

○レジ袋の削減は、「エコライフスタイル」を構築していく第一歩として、小売

業が行政やお客様と一緒になって進めることができる取り組み。更に、資源

の消費を抑制するとともに、原材料コスト・再商品化コストなどを削減し、

更には地球温暖化防止にも役に立つ取り組みである。 
○このため、日本チェーンストア協会の会員企業では、地域の自治体・お客様

のご協力のもと、協定を結ぶなどしてレジ袋の無料配布の中止、レジ袋を辞

退されたお客様へのキャッシュバックなどのインセンティブを付与して、取

り組みを進めている。 
○こうした取り組みにより全国的に辞退率も伸びてきたところであるが、ここ

に来てその数値の伸びに若干の陰りが見られる。 
○地域によっては、周辺の同業者との連携や自治体・お客様のご理解・ご協力

が得られにくい場合があり、取り組みの進捗に地域ごとの差が生じている。 
○また、既に取り組みが進められてきた地域においても、国全体での取り組み

機運の減退を背景に、取り組みが後退する地域が生じている。 
 
（提案） 
○国は、レジ袋削減に向けた取り組みを進める小売事業者における機運を醸成

する。 
○小売業界は自主的取り組みを着実に実行し、国は、その取り組み状況を積極

的に発信する。 
○国は容器包装リサイクル法に基づく定期報告も活用して、より頑張った事業

者が評価されるような仕組みを検討する。あわせて、取り組みの目的・意義

についての積極的ＰＲや、優良事例の形成支援を積極的に行う。 
○コンビニエンスストア等の業態においても、お客様のご理解に基づき高い削

減効果を可能とする取り組み内容の分析を行い、その有効な取り組みの業界

内の横展開を図っていく。 
○国は地域において、自治体・小売事業者・消費者などによって組織されてい

るレジ袋削減協議会について、容器包装リサイクル法上に明確に位置付け、

制度上位置づけられた取り組みとしてリデュース対策を進めていく。 
 


